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日 本 健 康 会 議 
◆ 経済界・医療関係団体・自治体のリーダーが手を携え、健康寿命の延伸とともに医療費の適正化を図る 

ことを目的として、自治体や企業、保険者における先進的な予防・健康づくりの取組を全国に広げるため、

民間主導の活動体である「日本健康会議」を2015年７月10日に発足。 

◆ 自治体や企業・保険者における先進的な取組を横展開するため、2020年までの数値目標（KPI）を入れた

「健康なまち・職場づくり宣言2020」を採択。 

◆ この目標を着実に達成するため、 

  ①取組ごとにワーキンググループを設置し、厚労省・経産省も協力して具体的な推進方策を検討し、              

   ボトルネックの解消や好事例の拡大を行う。 

  ②「日本健康会議 ポータルサイト」を開設し、例えば、地域別や業界別などの形で取組状況を 

   「見える化」し、競争を促す。 

日時：2015年7月10日（金）11:45－12:35 
会場：ベルサール東京日本橋 
人数：報道メディア、保険者、関係者など、計1,000名程度 

(参考)第二部 先進事例の取組紹介（13:00－15:00）  
・津下一代（あいち健康の森健康科学総合センター長）・西川太一郎（東京都荒川区長）・向井一誠（協会けんぽ広島支部長） 
・谷村遵子（三菱電機健康保険組合）・南場智子（株式会社ディー・エヌ・エー 取締役会長） 

１． 趣旨説明 日本商工会議所 （会頭 三村 明夫） 

２． キーノートスピーチ 東北大学大学院 
医学系研究科 

（教授 辻 一郎 ） 

３． メンバー紹介        

４． ｢健康なまち・職場 
   づくり宣言２０２０｣ 

健康保険組合 
連合会 

（会長 大塚 陸毅） 

５． 今後の活動について 日本医師会 （会長 横倉 義武） 

６． 来賓挨拶 厚生労働省 （大臣 塩崎 恭久） 

   （総理挨拶） （官房副長官 加藤 勝信） 

７． フォトセッション    
日本健康会議の様子 
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 日本経済団体連合会  会長 榊原 定征 

 日本商工会議所 会頭 三村 明夫 

 経済同友会 代表幹事 小林 喜光 

 全国商工会連合会 会長 石澤 義文 

 全国中小企業団体中央会 会長 大村 功作 

 日本労働組合総連合会 会長 古賀 伸明 

 健康保険組合連合会  会長 大塚 陸毅 

 全国健康保険協会 理事長 小林 剛 

 全国国民健康保険組合協会 会長 真野 章 

 国民健康保険中央会  会長 岡﨑 誠也 

 全国後期高齢者医療広域連合協議会 会長 横尾 俊彦 

 全国知事会 会長 山田 啓二 

 全国市長会 会長 森 民夫 

 全国町村会  会長 藤原 忠彦 

 日本医師会  会長 横倉 義武 

 日本歯科医師会  会長 髙木 幹正 

 日本薬剤師会 会長 山本 信夫 

 日本看護協会 会長 坂本 すが 

 日本栄養士会 会長 小松 龍史 

 チーム医療推進協議会 代表 半田 一登 

 住友商事 相談役 岡 素之 

 自治医科大学 学長 永井 良三 

 東北大学大学院医学系研究科 教授 辻 一郎 

 あいち健康の森健康科学総合センター  センター長 津下 一代 

 広島大学大学院医歯薬保健学研究院 教授 森山 美知子 

 千葉大学予防医学センター 教授 近藤 克則 

 京都大学産官学連携本部 客員教授 宮田 俊男 

 日本糖尿病学会 理事長 門脇 孝 

 東京都荒川区 区長 西川 太一郎 

 読売新聞グループ本社  取締役最高顧問 老川 祥一 

 テレビ東京  相談役 島田 昌幸 

 共同通信社 社長 福山 正喜 
○事務局は、実行委員会方式で運営（事務局長：渡辺俊介 元日経新聞論説委員） 

 
 日本健康会議   

実行委員  

全３２名 
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糖尿病性腎症重症化予防に係る連携協定締結について 

○ 呉市等の糖尿病性腎症重症化予防の取組を全国的に広げていくためには、各自治体、郡市医師会が協働・連携

できる体制の整備が必要。 

○ そのためには、埼玉県の例のように、都道府県レベルで、県庁等が県医師会と協力して重症化予防プログラム

を作成し、県内の市町村に広げる取組を進めることが効果的。 

○ そのような取組を国レベルでも支援する観点から、国レベルで糖尿病性腎症重症化予防プログラムを策定する

旨、「厚労省・日本医師会・日本糖尿病対策推進会議」の三者で、連携協力協定を締結する。 

１．趣旨 

 

日時・場所 ： ３／２４（木）18:05～ 5分程度（場所は大臣室） ※マスコミフルオープン  

参加者    ： 日本医師会            横倉会長（糖尿病対策推進会議会長を兼任） 

           日本糖尿病対策推進会議  門脇副会長（糖尿病学会理事長）  清野副会長（糖尿病協会理事長） 

                             堀副会長（日本歯科医師会会長）  今村副会長（日本医師会副会長） 

          塩崎厚生労働大臣 

２．日時・場所・参加者 

 

○ 日本医師会、日本糖尿病対策推進会議及び厚生労働省は、「糖尿病性腎症重症化予防プログラム」を速やかに定める。 

○ 策定したプログラムに基づき、３者は次の取組みを進める。 

３．協定の概要 

日本医師会 日本糖尿病対策推進会議 厚生労働省 

・プログラムを都道府県医師会や郡市
区医師会へ周知 

・かかりつけ医と専門医等との連携の
強化など自治体等との連携体制の構
築への協力 

・プログラムを構成団体へ周知 

・国民や患者への啓発、医療従事者へ
の研修に努める 

・自治体等による地域医療体制の構築
に協力 

・プログラムを自治体等に周知 

・取組を行う自治体に対するインセン
ティブの導入等 

・自治体等の取組実績について、分析
及び研究の推進 
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糖尿病性腎症重症化予防プログラムについて 

○ 呉市等の先行的取組を全国に広げていくためには、各自治体と医療関係者が協働・連携できる体制の整備が必要。 
○ そのためには、埼玉県の取組例のように、都道府県レベルで、県庁等が県医師会等の医療関係団体と協力して重
症化予防プログラムを作成し、県内の市町村に広げる取組を進めることが効果的。 

○ そのような取組を国レベルでも支援する観点から、日本医師会・日本糖尿病対策推進会議・厚生労働省の三者で、
糖尿病性腎症重症化予防プログラムを策定したもの（それに先立ち本年3月24日に連携協定締結）。 

１．趣旨 

（目的） 
○ 重症化リスクの高い医療機関未受診者等に対する受診勧奨・保健指導を行い治療につなげるとともに、通院患
者のうち重症化リスクの高い者に対して主治医の判断で対象者を選定して保健指導を行い、人工透析等への移行
を防止する。 

（性格） 
○ 先行する取組の全国展開を目指し、取組の考え方や取組例を示すもの。各地域における取組内容については地
域の実情に応じ柔軟に対応が可能であり、現在既に行われている取組を尊重。 

（留意点） 
○ 後期高齢者については年齢層を考慮した対象者選定基準を設定することが必要。 

２．基本的考え方 

（市町村） 
○ 地域における課題の分析（被保険者の疾病構造や健康問題などを分析） 
○ 対策の立案（取り組みの優先順位等を考慮して立案、地域の医師会等の関係団体と協議） 
○ 対策の実施、実施状況の評価 

（都道府県） 
○ 市町村の事業実施状況のフォロー、都道府県レベルで医師会や糖尿病対策推進会議等と取組状況の共有、対応
策等について議論、連携協定の締結、糖尿病性腎症重症化予防プログラムの策定 

３．関係者の役割 

※例示であり地域の実情に応じた取組を尊重 
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（後期高齢者医療広域連合） 
○ 広域連合は市町村と都道府県の両者の役割を担うが、特に実施面では、市町村との連携が必要不可欠 

（地域における医師会等） 
○ 都道府県医師会等の関係団体は、郡市区医師会等に対して、国・都道府県における動向等を周知し、必要に
応じ助言 

○ 都道府県医師会等や郡市区医師会等は、都道府県や市町村が取組を行う場合には、会員等に対する周知、か
かりつけ医と専門医等との連携強化など、必要な協力に努める 

（都道府県糖尿病対策推進会議） 
○ 国・都道府県の動向等について構成団体に周知、医学的・科学的観点からの助言など、自治体の取組に協力
するよう努める 

○ 地域の住民や患者への啓発、医療従事者への研修に努める 

３．関係者の役割（続き） 
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○ ストラクチャー（構造）、プロセス（過程）、アウトプット（事業実施量）、アウトカム（結果）の各段階を
意識した評価を行う必要。また、中長期的な費用対効果の観点からの評価も行う必要。 

○ 事業の実施状況の評価等に基づき、今後の事業の取組を見直すなど、ＰＤＣＡサイクルを回すことが重要。 

７．評価 

 
① 受診勧奨：手紙送付、電話、個別面談、戸別訪問等 
 － 対象者の状況に応じ、本人への関わり方の濃淡をつける 
 － 必要に応じて受診後のフォローも行う 
② 保健指導：電話等による指導、個別面談、訪問指導、集団指導等 
 － 健診データ等を用いて自身の健康状態を理解してもらい、生活習慣改善につなげることを目標とする 

５．介入方法 
※取組内容については地域の実情に応じ柔軟に対応 

 
① 健診データ・レセプトデータ等を活用したハイリスク者の抽出 
 － 日本糖尿病学会、日本腎臓学会のガイドラインに基づく基準を設定 
② 医療機関における糖尿病治療中の者からの抽出 
 － 生活習慣改善が困難な方・治療を中断しがちな患者等から医師が判断 
③ 治療中断かつ健診未受診者の抽出 
 － 過去に糖尿病治療歴があるものの、最近1年間に健診受診歴やレセプトにおける糖尿病受療歴がない者等 

４．対象者選定 
※取組内容については地域の実情に応じ柔軟に対応 

○ 都道府県、市町村において、あらかじめ医師会や糖尿病対策推進会議等と十分協議の上、推進体制を構築。郡
市医師会は各地域での推進体制について自治体と協力。 

○ かかりつけ医は、対象者の病状を把握し、本人に説明するとともに、保健指導上の留意点を保健指導の実施者
に伝えることが求められる。 

○ 必要に応じてかかりつけ医と専門医の連携、医科歯科連携ができる体制をとることが望ましい。 
〇 臨床における検査値（血圧、血糖、腎機能等）を把握するに当たっては、糖尿病連携手帳等を活用し、本人な
らびに連携機関と情報を共有できるようにすることが望ましい。 

６．かかりつけ医や専門医等との連携 
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今後の保険者における予防・健康づくり等の取組の推進に当たって共通的に評価する指標 
（「保険者による健診・保健指導等に関する検討会」での取りまとめ） 

○ 保険者による健診・保健指導等に関する検討会（座長：多田羅浩三日本公衆衛生協会会長）において、今
後、保険者が種別に関わりなく共通的に取り組むべき指標について検討し、以下のとおり、本年１月にとりま
とめた。 

【指標①】特定健診･特定保健指導の実施率、メタボリックシンドローム該当者及び予備群の減少率 
 ○具体例） 特定健診･特定保健指導の実施率、メタボリックシンドローム該当者及び予備群の減少率、健診未受診者・保健指導未利用

者対策  

 
【指標②】特定健診･特定保健指導に加えて他の健診の実施や健診結果等に基づく受診勧奨等の取組の実施状況 
 ○具体例） がん検診や歯科健診などの 健（検）診の実施、健診結果等に基づく受診勧奨や精密検査の必要な者に対する働きかけ、歯

科のリスク保有者への保健指導等の取組の実施状況 
 

【指標③】糖尿病等の重症化予防の取組の実施状況 
○具体例） 糖尿病等の治療中断者への働きかけや、治療中の加入者に対して医療機関等と連携して重症化を予防するための保健指導等

を実施する取組 
 

【指標④】広く加入者に対して行う予防･健康づくりの取組の実施状況 
○具体例）  ICT等を活用して本人に分かりやすく健診結果の情報提供を行うことや、ヘルスケアポイント等による予防・健康づくりへ

のインセンティブ付与の取組のうち、実効性のあるもの 

ア 予防・健康づくりに係る指標 

【指標⑤】加入者の適正受診・適正服薬を促す取組の実施状況 
 ○具体例） 地域のかかりつけ医師、薬剤師等との連携の下、重複頻回受診者、重複服薬・多剤投与と思われる者への訪問指導の実施や、

訪問による残薬確認・指導等の取組 
 

【指標⑥】後発医薬品の使用促進に関する取組の実施状況 
 ○具体例） 後発医薬品差額通知の実施や後発医薬品の希望カードの配付など、実施により加入者の後発医薬品の使用を定着・習慣化さ

せ、その後の後発医薬品の継続使用に資するもの 

イ 医療の効率的な提供への働きかけに係る指標 
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・低栄養 
・転倒、サルコペニア 
・尿失禁 
・軽度認知障害（MCI） 

・食欲の低下 
・活動量の低下（社会交流の減少） 
・筋力低下 
・認知機能低下 
・多くの病気をかかえている 

「フレイル」とは 

 
 
 

 
 
 

閉じこもり、孤食 

意欲･判断力や認知
機能低下、うつ 

低栄養・転倒の増加 
口腔機能低下 

精神的 身体的 

加齢 

自立 

フレイルの多面性 

加齢とともに、心身の活力（例えば筋力や認知機能等）が低下し、生活機能障害、要
介護状態、そして死亡などの危険性が高くなった状態。 

フレイルは、適切な介入･支
援により、生活機能の維持
向上が可能。 

【今後の取組】 
 

○ 医療･介護が連携したフレイル 
  の多面性に応じた総合的な 
  対策の検討が必要。 
○ メタボ対策からフレイル対応 
  への円滑な移行。 

 
 
 
 
 
 

① フレイルの概念及び重要性 
  の啓発 
② フレイルに陥った高齢者の 
  適切なアセスメント 
③ 効果的･効率的な介入･支援 
  のあり方 
④ 多職種連携･地域包括ケア 
  の推進 

加齢に伴う変化 

死亡 
要介護 
状態 

虚弱状態 
（フレイル） 

社会的 

 
 
 

※ 多くの高齢者が中間的な 
     段階（フレイル）を経て 
     徐々に要介護状態に陥る 

危険な加齢の兆候（老年症候群） 

健康 

高齢者の虚弱（「フレイル」）について 

平成27年5月26日（火）経済財政諮問会議塩崎厚生労働大臣提出資料（「中長期的視点に立った社会保障政策の展開」（参考資料）） 
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日本老年医学会等での最近の動き 

  ○ 後期高齢者の多くの場合、“Frailty”という中間的な段階を経て徐々に要介護状態に陥ると考えられている。 

   ○ “Frailty”の概念には、しかるべき介入により再び健常な状態に戻るという可逆性が包含されている。  

  ○ しかしながら､“Frailty”の概念は多くの医療・介護専門職によりほとんど認識されておらず、介護予防の大きな障壁 

    であるとともに、臨床現場での適切な対応を欠く現状となっている。  

  ○ 従って、 “Frailty”に陥った高齢者を早期に発見し、適切な介入をすることにより、生活機能の維持・向上を図ること 

            が期待される。   

  ○ 社会における認知度を上げるべくﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟを形成、（中略）「虚弱」に代わって「フレイル」を使用する合意を得た。 

＜指針の必要性＞ 
  ○ 後期高齢者の増加に伴い高齢者医療への需要は高まっているが、①疾病の表れ方や反応が若年者と異なる、② 
    複数の慢性疾患を保有、③薬剤数が増え相互作用や薬物有害事象が起こりやすい、④高齢者を対象とした診療 
    ガイドラインが十分確立していない等により、高齢者への医療提供は医療従事者にとって困難なものになっている。 
  ○ 医療提供者が高齢者に対して過少でも過剰でもない適切な医療提供を行えるよう支援することを目的とする。 
＜指針の概要＞ 
  ○ 医療提供の際に考慮すべき事項として「多病と多様性」「ＱＯＬ維持・向上を目指したケア」「生活の場に即した医療 
    提供」「高齢者に対する薬物療法の基本的な考え方」「患者の意志決定を支援」「家族などの介護者もケアの対象 
    に」「患者本人の視点に立ったチーム医療」を提唱。 
  ○ 診療ガイドラインが相互に矛盾する場合、本指針の基本的な考え方を準用して治療方針の一助とする。 

厚生労働科学研究「高齢者に対する適切な医療提供に関する研究」研究班（研究代表者：秋下雅弘東京大学大学院医学系研究科教授）、 
日本老年医学会、 全国老人保健施設協会、日本慢性期医療協会  （協力）日本医師会    

２．フレイルに関する日本老年医学会からのステートメント（抜粋） （平成２６年５月） 

１．高齢者に対する適切な医療提供の指針  （平成２５年３月） 

フレイルとは ： 高齢期に生理的予備能が低下することでストレスに対する脆弱性が亢進し、生活機能障害、   
           要介護状態、死亡などの転帰に陥りやすい状態 
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＜改定の基本的考え方＞ 
  ○ 高齢者で薬物有害事象の頻度が高く重症例が多いことを背景として、高齢者薬物療法の安全性を高める目的で 
    ２００５年にはじめて作成。 
  ○ ２０１４年に策定された「高齢者に対する適切な医療提供の指針」の骨子を受けた改訂を目指した。 
＜ガイドラインの概要＞ 
  ○ 「特に慎重な投与を要する薬物リスト」、「開始を考慮するべき薬物リスト」の２つを作成。 
  ○ 高齢者の薬物療法で頻度の高い疾患等（糖尿病、脂質異常症、腎疾患、筋・骨格疾患）の領域別指針を追加。 
  ○ 特別な配慮が必要な医療現場（在宅医療・介護施設の医療・薬剤師の役割）を新設。 
  ○ 高齢者薬物療法の注意点として、薬物有害事象の回避、服薬管理・支援と一元管理、高齢者の処方適正化スクり 
    ーニングツールなど記載。  

＜設立趣旨＞   
  ○ 老年薬学の領域と役割を明確にし、高齢者のＱＯＬ・ＡＤＬの向上を図り、薬物療法の適正化を研究・啓発、老年薬 
    学の領域に詳しい薬剤師の育成を進める。 
  ○ 高齢化に伴うフレイル等ＡＤＬの低下を防ぐ予防医療分野における多職種間の連携のあり方、地域包括ケアシステ 
    ムで在宅医療を担う一員としての薬局・薬剤師のあり方等の研究・実践を進める。 
＜発起人代表＞ 
  ○ 秋下雅弘（東京大学大学院医学系研究科教授）、平井みどり（神戸大学医学部附属病院教授）、 
    福嶋紀子（慶應義塾大学名誉教授） 

日本老年医学会、日本医療研究開発機構研究「高齢者の薬物治療の安全性に関する研究」研究班 
（研究代表者：秋下雅弘東京大学大学院医学系研究科教授） 

 医師と薬剤師、薬学研究者らが高齢者に対する適切な薬物治療の実践を共同で研究する場として設立  

３．高齢者の安全な薬物療法ガイドライン２０１５  （平成２７年１２月） 

４．日本老年薬学会の設立  （平成２８年１月） 
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・レセプト情報から 
 対象者を抽出 
・訪問後の効果測定 

①レセプト等情報により選定した重複・頻回受診者等に対して、保健師等による訪問指導を実施することにより、適正受診の促進を図る。 
②レセプト等情報により選定した重複・多量投薬者等に対して、地域薬剤師会の協力を得て、薬剤師等による訪問指導及びその結果を処方 
  医、薬局へのフィードバックを行うことにより、医薬品の適正使用の推進を図る。 
③レセプト等情報により選定した重複・多量投薬者等に対して、医薬品の適正使用について周知広報（飲み残し、飲み忘れ防止等）を行う。 
※①と②の対象者は重なることが想定されるため、その場合には、保健師と薬剤師とがチームで訪問指導を行う。 
※訪問指導後は、レセプト等情報により改善状況を把握し、効果を検証するとともに、必要に応じて再訪問等を実施する。   
※訪問指導対象者の選定基準（例） 
  重複受診・・・・・・・３ヶ月連続して、１ヶ月に同一疾病での受診医療機関が３箇所以上 
  頻回受診・・・・・・・３ヶ月連続して、１ヶ月に同一医療機関での受診が１５回以上 
  重複投薬・・・・・・・３ヶ月連続して、１ヶ月に同一薬剤又は同様の効能・効果を持つ薬剤を複数の医療機関から処方 
  併用禁忌・・・・・・・同一月に複数の医療機関で処方された薬剤に併用禁忌薬がある 
  多量投薬・・・・・・・同一月に１０剤処方以上もしくは３ヶ月以上の長期処方を受けている  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
   

事業概要 

（医療・介護提供体制の適正化） 

 外来医療費についても、データに基づき地域差を分析し、重複受診・重複投薬・重複検査等の適正化を行いつつ、地域差の是正を行う。 

（公的サービスの産業化） 

 民間事業者も活用した保険者によるデータヘルスの取組について、中小企業も含めた企業による健康経営の取組との更なる連携を図り、健康増進、重 

症化予防を含めた疾病予防、重複・頻回受診対策、後発医薬品の使用促進等に係る好事例を強力に全国展開する。 

経済財政運営と改革の基本方針２０１５（平成27年６月30日閣議決定） 

国保連合会 

広域連合 

被保険者 

専門業者 

市町村 

事業 
委託 

訪問 
指導 

保健師 
薬剤師等 

○重複・頻回受診者、重複投薬者等への保健師、薬剤師等による訪問指導 

平成28年度予算 ０．９億円 

平成26年度～ 

平成27年度～ 
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○後期高齢者医療の被保険者に係る歯科健診 

○ 口腔機能低下や肺炎等の疾病を予防するため、歯・歯肉の状態や口腔清掃状態等をチェックする歯科健診を実施することとし、広域連合に対して国
庫補助を行う。 

  
○  健康増進法による健康診査実施要領に規定されている歯周疾患検診を参考にしつつ、高齢者の特性を踏まえた検査内容を各広域連合で設定。 
        〈例〉 問診、口腔内診査、口腔機能の評価、その他（顎関節の状態等）  
                    
○ 市町村や都道府県歯科医師会等への委託等により実施 
 
 
 
 
 
 
 
 

概 要 

平成２８年度予算 ５．４億円 

参考 （関連事業） 

対象者 事業内容 実施主体 所管部局 

歯周疾患検診 40歳、50歳、60歳、70歳の者 歯科医師等による歯周病検診 市町村 健康局 

歯科保健医療サービス提供
困難者への歯科保健医療推
進事業 

障害者や寝たきり高齢者等、医療サービ
ス提供困難者 

歯科医師等による歯科健診や施設職員
への指導等 

都道府県、政令市及び特別
区 

医政局 

口腔機能向上プログラム 

（介護予防・生活支援サービ
ス事業） 

介護予防ケアマネジメントで支援が必要と
された者 
 

歯科衛生士等が介護職員等と協働して、
口腔清掃や口腔機能訓練を実施 

市町村 
 

老健局 

※７５歳以上の者のうち、ある程度健康を維持している者に対する口腔機能低下や肺炎等の疾病予防対策は、上記事業では対応できていない。 

委託 

市町村・都道府県歯科医師会等 

医療機関・健診施設 保険者（広域連合） 
被保険者 

契
約 受

診 

 民間事業者も活用した保険者によるデータヘルスの取組について、中小企業も含めた企業による健康経営の取組との更なる連携を図り、健康増進、
重症化予防を含めた疾病予防、重複・頻回受診対策、後発医薬品の使用促進等に係る好事例を強力に全国展開する。 

経済財政運営と改革の基本方針２０１５（平成27年６月30日閣議決定） 
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後発医薬品の使用促進を図るために、保険者が実施する後発医薬品利用差額通知の送付、後発医薬品希望シール・カードの作成及び配付、後発医薬
品の普及・啓発に係るリーフレット等の作成等。 
 ※経済財政運営と改革の基本方針2015 

    後発医薬品の数量シェアの目標値は、平成29年央に70%以上、平成30年度から平成32年度末までの間のなるべく早い時期に80％以上に引き上げ。 
 
○後発医薬品利用差額通知 
  ・後発医薬品への切り替えを促進するため、後発医薬品に切り替えた場合の薬代の自己負担軽減額を通知 
○後発医薬品希望シール・カード 
  ・後発医薬品の希望を医師や薬剤師に伝えやすくするため｢希望シール｣又は「カード｣を作成し、被保険者へ配布又は市町村窓口に設置 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【参考（実施広域連合数】 
 
 
 
 

事業概要 

（公的サービスの産業化） 

 民間事業者も活用した保険者によるデータヘルスの取組について、中小企業も含めた企業による健康経営の取組との更なる連携を図り、健康増進、
重症化予防を含めた疾病予防、重複・頻回受診対策、後発医薬品の使用促進等に係る好事例を強力に全国展開する。 

保険者 

被保険者 

医療機関 

処方箋 

薬局 国保連合会・支払基金 

※削減効果の高い被保険者を抽出 

（例）減額効果が１回あたり２００円以上あ
り、かつ慢性疾患被保険者等 

通知書 

⑦差額通知の郵送 
①受診 

③審査・支払 

④請求・支払 

⑤レセプトデータの提供 
 

⑥ 
対象者の抽出※ 
差額通知の作成 
 
⑧効果検証データ 
 

経済財政運営と改革の基本方針２０１５（平成27年６月30日閣議決定） 

②処方 レセプ
ト 

レセプ
ト 

国保連合会・専門業者 

○後発医薬品の使用促進 
平成28年度予算 ２．５億円 

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度（見込み） 

後発医薬品希望カードの配布 ６（13%） ２８（60%） ４１（87%） ４６（98%） ４７（100%） ４７（100%） ４７（100%） 

後発医薬品利用差額通知の送付 １（2%） １（2%） ２（4%） １９（40%） ３４（72%） ４３（91%） ４６（98%） 
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・報酬水準の 
高い健保組合 

・協会けんぽ 
・報酬水準の 

低い健保組合 

高齢者医療における後期高齢者支援金の全面総報酬割の導入 

○被用者保険者の後期高齢者支援金について､より負担能力に応じた負担とする観点から､総報酬割
部分を平成27年度に2分の1､平成28年度に3分の2に引き上げ､平成29年度から全面総報酬割を実施 

○あわせて、全面総報酬割の実施時に、前期財政調整における前期高齢者に係る後期高齢者支援金
について、前期高齢者加入率を加味した調整方法に見直す 

被用者保険者間 
の格差解消 

各医療保険（健保、国保等） 

の被保険者（0～74歳） 

患者 
負担 

1.2兆円 

公費 7.1兆円 

約５割 国：都道府県：市町村 ＝ ４：１：１ 

高齢者の 
保険料 1.2兆円 

約１割 

後期高齢者支援金 6.3兆円 

（現役世代の保険料） 
約４割 

支援金内訳 
（平成28年度予算） 

（2/3総報酬割の場合） 
協会けんぽ    ２.０兆円 
健保組合    ２.０兆円 
共済組合    ０.６兆円 
市町村国保等 １.６兆円 

支援金 

支援金 
後期高齢者支援金を 

各保険者で按分 

【後期高齢者医療制度の医療費の負担の仕組み】 後期高齢者支援金の全面総報酬割の実施 

〔保険者の総報酬額の多寡に応じて支援金を負担〕 

医療費 
16.3兆円 

保
険
料 

支援金の減 

支援金の増 

協会けんぽへの 
国庫補助額 
▲2400億円 
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※義務的経費は、法定給付費、前期高齢者納付金（平成19年度以前は退職者給付拠出金）及び後期高齢者支援金（平成19年度以前は老人保健拠出金）の合計額。 
  平成20年度以降については、経過措置として存続している退職者給付拠出金及び老人保健拠出金の額も含めている。 
※法定給付費は、平成26年度までは実績額を、平成27年度は概算額を、平成28年度は予算額を用いている。 
※後期高齢者支援金等は、平成26年度までは医療給付費等実績に基づいた確定賦課額。平成27年度は概算賦課額を、平成28年度は予算額を用いている。 
※後期高齢者支援金について、平成20年度及び平成21年度は加入者割、平成22年度～26年度は3分の1総報酬割、平成27年度は2分の1総報酬割、平成28年度は3分の2総報酬割としている。 

0

5000

10000

15000

20000

25000

30000

35000

40000

45000

H1 H2 H3 H5  H4 H6 H10 H7 H9 H8 H14 H12 H11 H13 H15 H16 H18 H17 H21 H20 H19 H22 H24 H23 

（概算） （予算） 

31.8% 

33.7% 33.9% 33.7% 34.2% 
34.9% 

36.5% 
37.6% 38.0% 

40.5% 

42.6% 
41.8% 42.1% 41.8% 

43.2% 42.7% 42.3% 
41.5% 41.3% 

43.5% 
44.3% 44.4% 

45.1% 
45.8% 

46.6% 
47.7% 48.2% 

47.3% 

義務的経費に占める 
高齢者医療分の割合 

億円 高齢者医療分 

法定給付費 

後期高齢者支援金（老人保健拠出金） 

前期高齢者納付金 

退職者給付拠出金 

H27 

高齢者医療への拠出負担の推移（健保組合） 

H25 H26 

○ 健保組合の義務的経費に占める高齢者医療への拠出負担割合は、47.3％（平成28年度予算ベース）となっている。 

H28 
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４１．７万円

後 期 高 齢 者 医 療 費 の 特 性

２０．１万円

９０．４万円

６．７万円

４５．７万円

１１．５万円

若人

後期高齢者

４．５倍

若人

後期高齢者

６．８倍

若人

後期高齢者

３．６倍

入院

外来

若人

受診率 ６．４倍

若人

後期高齢者

受診率 ２．４倍

１件当たり受診日数

１．４倍

１件当たり受診日数

１．３倍

１日当たり診療費

０．８倍

１日当たり診療費 １．２倍

１人当たり診療費の若人との比較（平成２４年度） 三要素の比較（平成２４年度）

※ なお、後期高齢者の１件当たり診療費を若人と比較すると、

入院１．１倍、外来１．５倍であり、一年間の受診頻度

を示す１人当たり日数で比較すると、入院８．８倍、

外来３．１倍である。

（注）１．後期高齢者とは後期高齢者医療制度の被保険者であり、若人とは後期高齢者医療制度以外の医療保険加入者である。

２．入院は、入院時食事療養費・入院時生活療養費（医科）を含んでおり、外来は、入院外（医科）及び調剤費用額の合計である。

３．後期高齢者の１人当たり医療費は９１．８万円となっており、若人の１人当たり医療費２０．５万円の４．５倍となっている。

（資料）各制度の事業年報等を基に保険局調査課で作成。

１人当たり診療費

うち入院

うち外来
後期高齢者
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高齢者の心身の特性（疾病特性等） 

○ 疾病全体で見ると、入院受療率は後期高齢期になって増加する傾向にあり、また、外来受療率
は壮年期から加齢に伴い増加する傾向にある。 

出典：患者調査（平成26年） 

年齢階級別の受療率（外来） 年齢階級別の受療率（入院） （人口10万対） 
（人口10万対） 
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入院の受診動向及び年代別にみた在院期間等 

出典：医療給付費実態調査（平成25年度） 

（注）名寄せしたレセプトについて、平成25年
度中に入院が発生した場合は「入院あり」
となる。 

○ １年のうち入院したことのある患者の割合は、被用者保険及び国民健康保険では
10％未満であるのに対し、後期高齢者医療は25％となっている。 

○ 高齢になるほど在院期間は長くなり、平均在院日数も長くなっている。 

入院

あり 

5% 

入院

なし 

95% 

協会（一般） 入院

あり 

4% 

入院

なし 

96% 

組合健保 

入院

あり 

8% 

入院

なし 

92% 

国民健康保険 

入院

あり 

25% 
入院

なし 

75% 

後期高齢者医療 

年間で入院した患者の割合 

80.9% 

68.1% 

53.2% 

10.3% 

17.0% 

20.7% 

6.8% 

11.3% 

19.2% 

1.3% 

2.3% 

4.1% 

0.7% 

1.3% 

2.8% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

65歳未満 

65～74歳 

75歳以上 

０～１４日 １５～３０日 １～３月 ３～６月 ６月以上 不詳 

47.5日/人 

年代別にみた在院期間及び平均在院日数 

出典：患者調査（平成26年） 

（注）１．平成26年９月に退院した患者について、その入院期間を集計したもの（抽出、推計値）。 

２．年代別に見た平均在院日数は、患者調査（平成26年度）による推計退院患者数及び退院患者
の平均在院日数を基に高齢者医療課で推計したもの。 

31.7日/人 

18.9日/人 
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外来の受診動向 

出典：医療給付費実態調査（平成25年度） 
（注）１．集計対象は、協会（一般）、組合健保、国民健康保険及び後期高齢者医療の加入者である。 
   ２．同一医療保険制度内の同一の者に係るレセプトを合計し、個人単位のデータにして集計(「名寄せ」)したものから、平成25年度において１

年間のうち外来を受診したことのある月の数を集計したもの。 
    ３．加入者数は、データの提出のあった保険者の加入者数の合計である。 

○ 後期高齢者医療では、９割以上が年１回以上外来受診しており、うち５割弱の者が毎月
診療を受けている。 

○ 外来診療を受けた者のうち受診月数が２月以下だったのは、被用者保険及び国民健康
保険では約３割であるのに対し、後期高齢者医療は１割。 

年間で外来受診した患者の割合 受診ありの者の受診月数 

受診

あり 

79% 

受診

なし 

21% 

協会（一般） 

受診

あり 

79% 

受診

なし 

21% 

組合健保 

受診

あり 

81% 

受診

なし 

19% 

国民健康保険 

受診

あり 

94% 

受診

なし 

6% 

後期高齢者医療 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

協会（一般） 

組合健保 

国民健康保険 

後期高齢者医療 

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 

７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 

２月以下 ３～１１月 毎月 
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後期高齢者の疾患保有状況（慢性疾患） 
 ○ 後期高齢者の８６％は、外来で何らかの慢性疾患を治療 
 ○ 後期高齢者の６４％は、２種類以上の慢性疾患を治療 

外来治療中の慢性疾患 多病の状況 

○ 疾患併存の頻度（ネットワーク分析） 

内科系疾患（高血圧症・脂質異常症・胃・十二指腸潰瘍）の
他、筋骨格系疾患の併存も多い 

○ 慢性疾患８種類の一人あたりの保有個数の内訳 
慢性疾患を２種類以上抱える者は80歳代で最も多く、そ
の後は減少する 
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○ 疾患別治療患者の割合（有病率） 

８６％の後期高齢者は、いずれかの慢性疾患を治療して
いる 

0%
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70%

75～79歳 80～84歳 85～89歳 90～94歳 95歳以上 

関節症・脊椎障害 

高血圧症 

脂質異常症 

胃・十二指腸潰瘍 

糖尿病 

白内障・緑内障 

骨粗鬆症 

認知症 

○ 年齢階級別にみた有病率の違い 
高齢になるほど認知症が増える 

※ 分析の前提：東京都後期高齢者医療の平成25年9月から平成26年7月の外来レセプトから、「レセプト病名あり」かつ「対象医薬品処方あり」の医科及び調剤レセプトを抽出して分析。 
   出典：「東京都後期高齢者医療にかかる医療費分析結果報告書」 東京都後期高齢者医療広域連合（東京都健康長寿医療センター取りまとめ） 

疾患の個数 
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75～79歳 80～84歳 85～89歳 90～94歳 95歳以上 

なし 

1種類 
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4種類以上 

内訳 

１３．７％ 

２２．２％ 

２６．０％ 

２１．１％ 

１７．１％ 

 （２種類以上再掲）   ６４．１％ 
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 高齢者においては、加齢に伴い、自身の服薬行動や医師による薬物治療の提供
に影響が出る。 

高齢者の特徴 服薬行動・薬物治療への影響 

疾患上の要因 

複数の疾患を有する 
• 多剤服用 
• 併科受診 

慢性疾患が多い • 長期服用 

症候が非定型的 
• 誤診に基づく誤投薬 
• 対症療法による多剤併用 

機能上の要因 

臓器予備能の低下（薬物動態の
加齢変化） 

• 過量投与 

認知機能、視力・聴力の低下 
• コンプライアンス低下 
• 誤服用 

社会的要因 過少医療 • 投薬中断 

出典：高齢者の安全な薬物療法ガイドライン2005（日本老年医学会） 

高齢者の疾患・病態上の特徴 

第311回 中央社会保険医療協議会（平成27年11月６日） 資料を一部改変 
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6,500

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28･29年度 

後期高齢者医療制度の保険料の推移 

※ 平均保険料額は平成20～27年度は後期高齢者医療制度被保険者実態調査に基づく実績額、平成28･29年度は保険料改定時見込み。 
※ 支援金は、平成20～26年度は確定賦課、平成27年度は概算賦課、平成28･29年度は平成28年度の概算賦課ベース。 
※ 支援金保険料相当分は、支援金から国保及び協会けんぽへの定率の公費を控除したもの。平成20～26年度は確定賦課、平成27年度は予算ベース、平成28･29年度は平成28年

度の予算ベース。（国保の低所得者に対する軽減分及び保険者支援制度分は考慮していない。） 
※ 支援金、支援金保険料相当分の平成28･29年度（見込）については、平成28年10月以降の適用拡大を含めた平成28年度の金額。 
※ 支援金、支援金保険料相当分及び1人当たり医療給付費の伸びについては、満年度化の影響排除のため、平成20年度の金額に12/11を乗じたものを基準に計算。 
※ 1人当たり医療給付費は平成20～25年度までは後期高齢者医療事業年報に基づく実績額。平成26年度は速報べース。 

・低所得者に対
する均等割9割
軽減 

・財政安定化基金から保険
料上昇抑制のための交
付特例（法改正） 

・賦課限度額 
 年50万円→55万円 

・低所得者に対する均等割8.5
割、所得割5割軽減 

・元被扶養者に対する均等割
9割軽減 

（見込） 

・低所得者に対する均等割2
割、5割対象拡大 

・賦課限度額 
 年55万円→57万円 

平均保険料額
（月額） 

現役世代１人
当たり支援金

（月額） 

現役世代１人
当たり支援金
保険料相当額

（月額） 

（円) 

（100） 
（98） 

（105） 

（99） 

（104） 

（98） 

（107） 

（100） 

（100） 

【平成22年度改定】 【平成24年度改定】 【平成26年度改定】 

（136） （107） 
（113） 

（119） 
（122） 

（127） 
（130） 

（107） 

（116） 
（123） （127） 

（133） 

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28･29年度 

1人当たり 
医療給付費 

７１．５万円 
（１００） 

８０．５万円 
（１０３） 

８２．９万円 
（１０６） 

８４．３万円 
（１０８） 

８４．６万円 
（１０８） 

８５．５万円 
（１１４） 

８５．８万円 
（１１０） 

－ － 

高齢者 
負担率 

１０．００％（１００） １０．２６％（１０３） １０．５１％（１０５）） １０．７３％（１０７） 
１０．９９％ 

（１１０） 

【平成28年度改定】 

（104） 

（153） 

（145） 

（106） 

（157） 

（147） 
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後期高齢者医療制度の平成28･29年度の保険料率等 

均一保険料率（年額・率） 
被保険者一人当たり 
平均保険料額（月額） 

年金収入別の保険料額の例（月額） 

基礎年金受給者 
(年金収入78万円) 

厚生年金受給者 
標準的な年金額 

(年金収入188万円) 

26･27年度 28･29年度 20･21年度 22･23年度 24･25年度 26･27年度 28･29年度（見込） 28･29年度 28･29年度 

被保険者 
均等割額 

所得割率 
被保険者 
均等割額 

所得割率 保険料額 保険料額 保険料額 保険料額 保険料額 対26･27年度増減  保険料額 保険料額 

（円） （％） （円） （％） （円） （円） （円） （円） （円） （円 / ％） （円） （円） 

全国  44,980 8.88  45,289 9.09  5,283 5,249 5,569 5,632 5,659 +27 / +0.5  377 3,213 

    

北海道  51,472 10.52  49,809 10.51  5,323 5,415 5,610 5,483 5,282 -201 / -3.7  408 3,600 

青森県  40,514 7.41  40,514 7.41  3,433 3,322 3,331 3,195 3,197 +2 / +0.1  333 2,767 

岩手県  38,000 7.36  38,000 7.36  3,260 3,147 3,142 3,310 3,256 -54 / -1.6  317 2,650 

宮城県  42,960 8.56  42,480 8.54  4,445 4,435 4,742 4,910 4,784 -126 / -2.6  350 3,008 

秋田県  39,710 8.07  39,710 8.07  3,168 3,101 3,319 3,130 2,963 -167 / -5.3  325 2,825 

山形県  39,500 7.84  41,700 8.58  3,291 3,327 3,503 3,456 3,536 +80 / +2.3  342 2,983 

福島県  41,700 8.19  41,700 8.19  3,833 3,747 3,808 4,010 4,007 -3 / -0.1  342 2,925 

茨城県  39,500 8.00  39,500 8.00  4,226 4,173 4,484 4,498 4,510 +12 / +0.3  325 2,808 

栃木県  43,200 8.54  43,200 8.54  4,173 4,080 4,691 4,641 4,484 -157 / -3.4  358 3,042 

群馬県  43,600 8.60  43,600 8.60  4,413 4,289 4,762 4,726 4,666 -60 / -1.3  358 3,067 

埼玉県  42,440 8.29  42,070 8.34  6,322 5,977 6,270 6,179 6,168 -11 / -0.2  350 2,968 

千葉県  38,700 7.43  40,400 7.93  5,470 5,496 5,537 5,622 5,818 +196 / +3.5  333 2,833 

東京都  42,200 8.98  42,400 9.07  7,223 7,214 7,746 8,097 7,958 -139 / -1.7  350 3,083 

神奈川県  42,580 8.30  43,429 8.66  7,348 7,081 7,430 7,507 7,632 +125 / +1.7  362 3,072 

新潟県  35,300 7.15  35,300 7.15  3,666 3,595 3,626 3,501 3,463 -38 / -1.1  292 2,508 

富山県  43,800 8.60  43,800 8.60  4,681 4,528 5,041 4,866 4,857 -9 / -0.2  358 3,075 

石川県  47,520 9.33  47,520 9.33  5,067 4,897 5,310 5,148 5,022 -126 / -2.4  396 3,341 

福井県  43,700 7.90  43,700 7.90  4,631 4,509 4,619 4,487 4,497 +10 / +0.2  358 2,967 

山梨県  40,490 7.86  40,490 7.86  3,973 3,873 4,097 4,078 4,069 -9 / -0.2  337 2,833 

長野県  40,347 8.10  40,907 8.30  3,919 3,957 4,213 4,465 4,449 -16 / -0.4  333 2,908 

岐阜県  41,840 7.99  42,690 8.55  4,659 4,520 4,723 4,737 4,939 +202 / +4.3  350 3,025 

静岡県  38,500 7.57  39,500 7.85  5,037 4,964 5,091 5,075 5,175 +100 / +2.0  325 2,783 

愛知県  45,761 9.00  46,984 9.54  6,317 6,315 6,664 6,845 7,003 +158 / +2.3  383 3,342 

三重県  43,050 8.30  43,870 9.06  4,196 4,100 4,461 4,786 4,865 +79 / +1.7  366 3,149 

滋賀県  44,886 8.73  45,242 8.94  4,614 4,671 5,180 5,443 5,518 +75 / +1.4  377 3,189 
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均一保険料率（年額・率） 
被保険者一人当たり 
平均保険料額（月額） 

年金収入別の保険料額の例（月額） 

基礎年金受給者 
(年金収入78万円) 

厚生年金受給者 
標準的な年金額 

(年金収入188万円) 

26･27年度 28･29年度 20･21年度 22･23年度 24･25年度 26･27年度 28･29年度（見込） 28･29年度 28･29年度 

被保険者 
均等割額 

所得割率 
被保険者 
均等割額 

所得割率 保険料額 保険料額 保険料額 保険料額 保険料額 対26･27年度増減  保険料額 保険料額 

（円） （％） （円） （％） （円） （円） （円） （円） （円） （円 / ％） （円） （円） 

全国  44,980 8.88  45,289 9.09  5,283 5,249 5,569 5,632 5,659 +27 / +0.5  377 3,213 

    

京都府  47,480 9.17  48,220 9.61  6,016 5,953 6,190 6,076 6,206 +130 / +2.1  402 3,411 

大阪府  52,607 10.41  51,649 10.41  6,574 6,639 6,999 6,887 6,740 -147 / -2.1  430 3,670 

兵庫県  47,603 9.70  48,297 10.17  5,984 5,892 6,321 6,451 6,426 -25 / -0.4  402 3,495 

奈良県  44,700 8.57  44,800 8.92  5,308 5,351 5,746 5,916 5,960 +44 / +0.7  367 3,167 

和歌山県  44,730 8.55  44,177 8.93  4,305 4,146 4,264 4,251 4,201 -50 / -1.2  367 3,142 

鳥取県  42,480 8.07  42,480 8.07  4,100 3,976 3,989 4,004 4,086 +82 / +2.0  350 2,942 

島根県  43,440 8.53  45,840 9.28  3,668 3,630 4,006 3,955 4,202 +247 / +6.2  382 3,263 

岡山県  46,300 9.15  49,200 9.87  4,827 4,926 5,166 5,136 5,494 +358 / +7.0  408 3,483 

広島県  44,032 8.43  44,795 8.97  5,143 5,220 5,641 5,504 5,597 +93 / +1.7  373 3,175 

山口県  50,431 10.17  52,390 10.52  5,531 5,341 5,621 5,715 5,785 +70 / +1.2  437 3,717 

徳島県  51,273 10.02  52,913 10.98  3,830 3,970 4,479 4,517 4,696 +179 / +4.0  433 3,800 

香川県  47,200 8.81  47,300 9.26  5,435 5,226 5,226 5,123 5,198 +75 / +1.5  392 3,317 

愛媛県  45,231 9.05  46,308 9.16  4,273 4,101 4,458 4,417 4,433 +16 / +0.4  386 3,265 

高知県  51,793 10.35  54,394 11.42  4,471 4,409 4,879 4,748 4,932 +184 / +3.9  450 3,925 

福岡県  56,584 11.47  56,085 11.17  6,139 6,194 6,566 6,560 6,376 -184 / -2.8  467 3,965 

佐賀県  51,800 9.88  51,800 9.88  4,566 4,466 4,742 4,706 4,683 -23 / -0.5  425 3,592 

長崎県  46,800 8.80  46,800 8.80  4,215 4,124 4,326 4,396 4,356 -40 / -0.9  383 3,233 

熊本県  47,900 9.26  47,900 9.26  4,287 4,299 4,394 4,249 4,211 -38 / -0.9  392 3,342 

大分県  48,500 9.52  48,500 9.52  4,479 4,385 4,641 4,491 4,489 -2 / +0.0  400 3,400 

宮崎県  48,400 9.08  48,400 9.08  3,765 3,558 3,893 4,028 4,000 -28 / -0.7  400 3,333 

鹿児島県  51,500 9.32  51,500 9.97  3,782 3,684 3,917 4,001 4,114 +113 / +2.8  425 3,592 

沖縄県  48,440 8.80  48,440 8.80  4,450 4,590 4,884 5,026 5,105 +79 / +1.6  404 3,302 

後期高齢者医療制度の平成28･29年度の保険料率等 

○ 均一保険料率（被保険者均等割額及び所得割率）は、平成28年度・平成29年度とも同じであるが、被保険者一人当たり平均保険料額は、被保険者の所得水準の変更等の影響を受けることから、各年
度において異なる額となる。このため、均一保険料率の据置き又は引下げを行った広域連合においても、被保険者一人当たり平均保険料額が増減する場合がある。 

○ 平成28･29年度の被保険者一人当たり平均保険料額は、保険料改定に係る各広域連合の条例改正時の見込額であり、各年度において実際に各被保険者に課される保険料額の平均値とは異なる。 
○ 平成20･21年度から平成26･27年度までの被保険者一人当たり平均保険料額（実績）は、後期高齢者医療制度被保険者実態調査より算出。 
○ 年金収入別保険料額の例（月額）については、単身世帯の保険料額である。 
○ 基礎年金受給者（年金収入78万円）については、均等割９割軽減に該当する。 
○ 厚生年金受給者の標準的な年金額（年金収入188万円）については、厚生年金（夫婦２人分の老齢基礎年金を含む標準的な年金額）から老齢基礎年金（満額）１人分を引いて算出。均等割５割軽減、

所得割５割軽減に該当する。 26 



後期高齢者の保険料軽減特例（予算措置）の見直し 

医療保険制度改革骨子（平成27年１月13日社会保障制度改革推進本部決定）  
後期高齢者の保険料軽減特例（予算措置）については、段階的に縮小する。その実施に当たっては、低所得者に対する介

護保険料軽減の拡充や年金生活者支援給付金の支給とあわせて実施することにより低所得者に配慮しつつ、平成29年度か
ら原則的に本則に戻すとともに、急激な負担増となる者については、きめ細かな激変緩和措置を講ずることとする。激変緩和
措置の具体的な内容については、今後検討し結論を得る。 
 

※ 被保険者数1,656万人のうち、対象者は916万人。（平成28年度予算ベース） 

【参考】平成27年度予算：対象者 890万人、国費 811億円 

※数値は平成28年度予算ベース 

対象者 916万人、国費945億円（平成28年度予算） [均等割] 3,774円 ＋ [所得割（9.09%）] 1,885円 ＝ 5,659円 

保険料（平成28･29年度 全国平均・月額） 

低所得者の軽減（747万人） 元被扶養者の軽減（169万人） 

7割軽減  

9割軽減  

7割軽減  

8.5割軽減  

5割軽減  

2割軽減  

5割軽減 
  

264 
万円 

（単身216万円) 

153 
万円 

月2,200円 
※211万円の場合 

月 3,020円       

月 1,890円 

月 570円 月 380円 
80 
万円 

168 
万円 

211 
万円 

221 
万円 

(単身194.5万円) 

軽
減
な
し 

応
能
分
〔
所
得
割
〕 

応
益
分
〔
均
等
割
〕 

所要額 約712億円（国費） 

5割軽減  

9割軽減  

資格取得後2年間 

応
益
分
〔
均
等
割
〕 

所得割 賦課せず （当分の間） 

3年目以降 

（5割軽減分は地方財政措置） 

月 380円 月 380円 

9割軽減  

 約233億円（国費） 
 約159億円（地財措置）  

軽減特例 本則上の軽減 現在の保険料額 27 



（例）７０歳未満・年収約３７０万円～約７７０万円の場合（３割負担） 

医療費 １００万円 

高額療養費として支給  ３０万円－８７,４３０円 ＝ ２１２,５７０円 

高額療養費制度の概要 

※80,100÷0.3=267,000 

○ 高額療養費制度は、家計に対する医療費の自己負担が過重なものとならないよう、医療機関の窓口において医

療費の自己負担を支払っていただいた後、月ごとの自己負担限度額を超える部分について、事後的に保険者から

償還払い（※）される制度。 

 （※１）入院の場合、医療機関の窓口での支払いを自己負担限度額までにとどめる現物給付化の仕組みを導入 
 （※２）外来でも、平成２４年４月から、同一医療機関で自己負担限度額を超える場合に現物給付化を導入 

○ 自己負担限度額は、被保険者の所得に応じて設定される。 

窓口負担 ３０万円 

自己負担限度額  ８０,１００円＋（１,０００,０００円－２６７,０００円※）×１％ ＝ ８７,４３０円 

（注）同一の医療機関における一部負担金では限度額を超えない場合であっても、同じ月の複数の医
療機関における一部負担金（７０歳未満の場合は２万１千円以上であることが必要）を合算する
ことができる。この合算額が限度額を超えれば、高額療養費の支給対象となる。 
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高額療養費の支給状況 

※ 平成25年度実績（各制度の事業年報等を基に保険局調査課が作成。） 
※ 支給件数は、機械的に、平成25年度のものを12で除して月平均としている。現物給付と現金給付の両方とも支給されている

者が存在するため、必ずしも件数が支給者数とは一致しない。 

○ 75歳以上の者に支給される高額療養費の一人当たり支給額やその割合は、75歳未満と比較し
て 高い傾向にあると考えられる。 

○ また、75歳未満の者は75歳以上と比較し、一件当たりの支給額が高い。 

加入者
数（①） 
（千人） 

支給件数（千件） 
支給金
額（④） 
（億円） 

一人当た
り支給額 
（④／①） 

（円） 

一件当た
り支給額 
（④／③） 

（円） 

支給割合※ 

（②／①） 
（％） 

月平均（②）※ 年間（③） 

現物 
給付 

現金 
給付 計 

現物 
給付 

現金 
給付 

計 

 
75歳
以上 

 

15,289 992 1,696 2,688 11,904 20,349 32,253 5,429 35,509 16,832 17.6 

 
75歳
未満 

 

111,200 1,265 553 1,818 15,180 6,632 21,811 16,772 1,507 76,894 1.63 
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医療及び介護における患者負担割合及び高額療養費自己負担限度額 

負担割合 月単位の上限額（円） 
年収約1,160万円～       
健保：標報83万円以上 
国保：旧ただし書き所得901万円超 

3割 

252,600＋ 
(医療費－842,000)×１%    
<多数回該当：140,100> 

年収約770～約1,160万円    
健保：標報53万～79万円 
国保：旧ただし書き所得600万～901万円 

167,400＋ 
(医療費－558,000)×１%    
<多数回該当：93,000> 

年収約370～約770万円     
健保：標報28万～50万円  
国保：旧ただし書き所得210万～600万円 

80,100＋ 
(医療費－267,000)×１%    
<多数回該当：44,400> 

～年収約370万円        
健保：標報26万円以下   
国保：旧ただし書き所得210万円以下 

57,600   
<多数回該当：44,400> 

住民税非課税 
35,400   

<多数回該当：24,600> 

現役並み所得者 
（年収約370万円～） 
課税所得145万以上 

負担割合 
外来 

（個人ごと） 
80,100＋（総医療費－

267,000）×1％ 
＜多数回：44,400＞ 3割 44,400 

一般（～年収約370万円)   
課税所得145万円未満(※1)（※２） 

1割 

12,000 44,400 

住民税非課税 
8,000 

24,600 

住民税非課税 
（所得が一定以下） 

15,000 

現役並み所得者 
（年収約370万円～） 
健保：標報28万円以上 
国保：課税所得145万以上 

負担割合 
外来 

（個人ごと） 80,100＋（総医療費－
267,000）×1％ 

＜多数回：44,400＞ 3割 44,400 

一般（～年収約370万円） 
健保：標報26万円以下(※1) 
国保：課税所得145万円未満(※1)（※２） 

2割 
（※3） 

12,000 
（※４） 

44,400 
（※４） 

住民税非課税 
8,000 

24,600 

住民税非課税 
（所得が一定以下） 

15,000 

※５ 世帯内の65歳以上の被保険者の収入＋その他の合計所得金額の合計額が346万円未満（世帯
内の65歳以上の被保険者が１人の場合は280万円未満）の場合も含む。 

※６ 世帯内の65歳以上の被保険者の収入の合計額が520万円未満（世帯内の65歳以上の被保険者
が１人の場合は383万円未満）の場合も含む。 

 

※１ 収入の合計額が520万円未満（1人世帯の場合は383万円未満）の場合も含む。 
※２ 旧ただし書所得の合計額が210万円以下の場合も含む。 
※３ 平成26年４月１日までに70歳に達している者は1割。 
※４ ２割負担の場合は62,100円（外来24,600円）とされていたが、平成26年４月より １割負担だった

際の限度額に据え置き。 
 

70
歳
未
満 

70
～
74
歳 

75
歳 

65
歳
以
上 

負担割合 
月単位の 

上限額（円） 

現役並み所得者 
課税所得145万以上 

 
 

2割 

44,400 
（世帯） 

 一定以上所得者 
 合計所得金額160万以上  

37,200 
（世帯） 

  
 合計所得金額160万未満 

 （※５） 
   

1割 

住民税非課税 
24,600 
（世帯） 

住民税非課税 
（所得が一定以下） 

15,000 
（個人）等 

医 療 ※ 介護保険では、利用者負担割合における一定以
上所得者と、高額介護サービス費における現役並
み所得者について、異なる所得基準を用いて判定
しているが、医療保険との比較のために、それぞ
れの所得基準を便宜的に統合して表している。 
（生活保護被保険者等に係る月単位の上限額の区分については
便宜的に記載していない） 

介 護 

一般 
住民税課税者等

（※６） 
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高齢者の「現役並み所得」について 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

医療保険 

介護保険 

75歳～ 後期高齢者医療 
世帯内のいずれかの被保険者の課
税所得が145万円※１以上の場合 

かつ 

世帯の被保険者全員の収入の合計額が520万円※２（世
帯の被保険者が１人の場合は383万円※２）以上の場合 

70～ 
74歳 

国民健康保険 
世帯内のいずれかの被保険者の課
税所得が145万円以上の場合 

世帯の被保険者全員の収入の合計額が520万円（世帯
の被保険者が１人の場合は383万円）以上の場合 

被用者保険 
被保険者の標準報酬月額が28万円
以上の場合 

被保険者及び被扶養者の収入の合計額が520万円（被
扶養者がいない場合は383万円）以上の場合 

高額介護サービス費に
おける現役並み所得者 

医療保険（70歳以上）の現役並み所得者に相当する者 

利用者負担における一
定以上所得者 

合計所得金額が160万円（単身で年金収入
のみの場合280万円）※１以上である場合 

か
つ 

年金収入とその他の合計所得金額の合計額が、単身で
280万円、２人以上世帯で346万円※２以上である場合 

※１ 65歳以上の被保険者の上位20％に相当する水準 
※２ 世帯内の65歳以上の被保険者の年金収入等の合計。280万円に国民年金の平均額（5.5万円）の年額を加えた額。       
    注 合計所得金額とは、収入から地方税法上の必要経費を控除した後の額をいう。 
    
 

※１ 平成16年度の政管健保の平均標準報酬月額に基づく平均収入額（夫婦二人世帯モデル：約386万円）から諸控除を控除し、課税所得として算出した額 
※２ 高齢者複数世帯又は単身世帯のモデルを設定し、その世帯の課税所得が145万円となる収入額を算出した額 
注１ 課税所得とは、収入から地方税法上の必要経費、所得控除等を控除した後の額をいう。 
注２ 国民健康保険と被用者保険における被保険者や被扶養者は70～74歳の者に限る。 

○ 現役並みの所得水準として、協会けんぽ（旧政管健保）の平均収入額を設定し、窓口負担や高額療養費の
負担区分の判定に用いている。 

○ 自己負担限度額（高額介護サービス費）の現役並みの所得基準は、医療保険と同様の基準を用いている。 
○ 一方で、利用者負担については、一定以上の所得水準（65歳以上の被保険者の上位20％相当）の者を２割

負担としている。 
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高齢者の高額療養費における外来上限の考え方について 

○ 70歳以上の高齢者の外来上限は、平成14年10月から、それまで設けられていた外来の月額上限を廃止
し、定率１割負担の徹底を行った際に、 
① 高齢者は外来の受診頻度が若年者に比べて高いこと 
② 高齢者の定率１割負担を導入してから間もない（平成13年1月から実施）こと 
等を考慮して、設けられたもの。 

≪限度額設定の考え方≫ 
【現役並み所得者】 一般の自己負担額と同額に設定。 

【一般】 患者毎の医療費分布をもとに、統計的な例外値である上位３％ラインにおける患者負担の水準
（平成14年改正時12,000円）に設定。 

【低所得者】 自己負担限度額が一般のものに占める割合（平成14年改正当時61％）を踏まえ、一般の概ね
２／３の水準に設定。 

外来 
(個人ごと) 

自己負担限度額 

（１月当たり） 
 

現役並み所得者 44,400円 
 80,100円＋（医療費－267,000円）×1% 

〈多数回該当※44,400円〉 

※ 過去12カ月に3回以上高額療養費の支給を受け4回目に該当 

一般 12,000円 44,400円 

低所得
者 

住民税非課税 

8,000円 
24,600円 

住民税非課税 
（所得が一定以下） 

15,000円 

［70歳以上の自己負担限度額（現行）］ 
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高齢者の高額療養費の自己負担限度額の考え方 

※過去12カ月に3回以上高額療養費の支給を受け4回目に該当 

自己負担限度額（１月当たり） 

外来(個人ごと) 

現役並み所得者 44,400円(⑤) 

 80,100円＋ 
（医療費－267,000円）×1% 

〈多数回該当※44,400円〉(①) 

一般 12,000円(⑥) 44,400円(②) 

低所得者 
住民税非課税 

8,000円(④) 

24,600円(③) 

住民税非課税 
（所得が一定以下） 15,000円(④) 

[７０歳以上] 

①現役並み所得者については、現役世代との負担の均衡を踏まえ、70歳未満の一般の自己負担限度額
に合わせて設定。 

②一般の者については、高齢者には長期入院が多いこと等を踏まえ、70歳未満の一般の多数該当限度
額に合わせて設定。 

③70歳未満の低所得者の多数該当限度額に合わせて設定。 
④平成14年10月の１割負担導入時以降、据え置き。 
⑤現役並み所得者の外来の限度額は、一般の自己負担限度額と同額に設定。 
⑥一般の外来限度額は、患者毎の医療費分布をもとに、統計的な例外値である上位３％ラインにおけ
る患者負担の水準に設定。 

所得区分要件・限度額設定の考え方 
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医療保険制度別の実効給付率の推移 

（注１）予算措置による70歳～74歳の患者負担補填分を含んでいない。 
（注２）特定疾患治療研究事業、小児慢性特定疾患治療研究事業といった公費による医療費の自己負担の軽減は含まれていない。 

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

平成12年度 82.42       81.34       83.10   85.22   78.83  78.72     80.26   80.30   － －

13 82.31       81.23       82.98   85.10   78.53  78.49     79.11   80.06   － －

14 82.03       81.06       82.75   84.11   78.12  78.09     78.57   79.67   － －

15 75.32       73.99       75.95   78.88   77.51  77.52     77.47   76.69   － － 健保:２割→３割

16 75.36       74.32       76.08   77.49   77.64  77.72     76.55   76.78   － －

17 75.30       74.35       75.97   77.11   77.56  77.66     76.17   76.70   － －

18 75.25       74.38       75.89   76.93   77.45  77.60     75.40   76.60   － －

19 75.82       75.14       76.33   77.12   77.86  78.05     75.34   77.06   － －

20 75.54       74.74       76.17   76.95   78.31  78.29     78.61   77.36   － － 義務教育前:３割→２割

21 75.68       74.93       76.29   76.99   78.41  78.42     78.28   77.34   － －

22 75.93       75.20       76.54   77.19   78.84  78.86     78.59   77.70   － －

23 76.07       75.38       76.63   77.24   79.14  79.19     78.35   77.94   － －

24 76.40       75.73       76.95   77.57   79.53  79.59     78.59   78.28   － －

平成12年度 － － － － － － － － － －

13 － － － － － － － － － －

14 89.66       89.34       90.20   91.73   88.94  88.99     87.23   89.07   － － 70歳以上：定率１割（現役並み２割）

15 89.55       89.25       89.96   90.65   89.29  89.36     87.01   89.34   － －

16 89.56       89.30       89.94   90.38   89.37  89.43     87.22   89.40   － －

17 89.64       89.39       89.98   90.38   89.43  89.49     87.36   89.46   － －

18 89.15       88.84       89.49   90.25   88.71  88.79     85.61   88.78   － － 現役並み:２割→３割

19 88.69       88.40       88.98   89.83   88.32  88.42     84.30   88.38   － －

20 84.08       83.85       84.19   85.23   85.82  85.83     85.52   85.56   － － 70～74歳:１割→２割

21 84.19       84.06       84.34   84.53   86.56  86.57     85.81   86.26   － －

22 84.54       84.40       84.80   84.63   86.99  87.01     86.18   86.69   － －

23 84.60       84.52       84.74   84.68   87.20  87.23     85.96   86.89   － －

24 85.01       84.93       85.12   85.20   87.65  87.68     86.33   87.33   － －

平成12年度 79.58       78.87       79.75   81.95   78.83  78.72     80.26   79.26   92.30     84.36     

13 79.39       78.72       79.49   81.75   78.53  78.49     79.11   79.01   92.00     84.20     

14 79.26       78.69       79.50   80.79   78.59  78.57     78.82   78.96   91.21     83.89     70歳以上：定率１割（現役並み２割）

15 76.00       75.03       76.40   78.49   78.76  78.81     78.04   77.31   91.17     82.79     健保:２割→３割

16 76.32       75.62       76.68   77.90   79.64  79.78     77.50   77.93   91.35     83.09     

17 76.43       75.89       76.70   77.66   80.30  80.49     77.46   78.36   91.50     83.27     

18 76.58       76.10       76.81   77.75   80.80  81.03     77.00   78.71   91.19     83.21     現役並み:２割→３割

19 77.01       76.69       77.17   77.81   81.48  81.74     77.07   79.30   91.09     83.45     

20 76.93       76.37       77.34   77.93   80.32  80.37     79.37   78.66   91.15     83.03     70～74歳/義務教育前：2割

21 77.10       76.64       77.42   77.98   80.58  80.67     79.11   78.88   91.30     83.33     

22 77.40       76.97       77.70   78.22   81.02  81.11     79.43   79.24   91.63     83.76     

23 77.52       77.16       77.76   78.26   81.34  81.45     79.23   79.47   91.79     84.03     

24 77.75       77.40       77.99   78.49   81.80  81.91     79.50   79.81   91.97     84.37     

計

共済組合 市町村国保 国保組合

被

保

険

者

(

7

0

歳

未

満
）

7

0

歳

以

上

被用者保険計 国保計 主な制度改正若 人 計
後期高齢者
医療制度
(老人保健)

医療保険計
協会（一般） 組合健保
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年齢階級別の１人当たり医療費・患者負担額及び保険料について 

（万円） （万円） 

※ 一人当たり医療費は、「医療給付実態調査報告」（厚生労働省保険局）等により作成した平成24年度の数値。 
※ 一人当たり患者負担額及び保険料は、 「医療保険に関する基礎資料」（厚生労働省保険局）に基づき作成した平成24年度の数値。 

（歳） （歳） 
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2.1  
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1.7  
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2.4  

2.7  

3.1  
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5.9  

7.5  

9.0  

7.4  

6.4  

7.4  

7.9  

8.1  

8.5  

8.8  

0.5  

5.4  

10.6  

12.1  

13.4  

14.9  

16.0  

16.4  

15.1  

11.0  

10.7  

9.7  

7.3  

6.9  

6.2  

4.7  

3.9  

3.4  

0.4 

5.2 

10.3 

11.2 

12.4 

13.3 

14.5 

14.4 

12.4 

5.9 

2.4 

1.0 
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1～4 
5～9 

10～14 
15～19 
20～24 
25～29 
30～34 
35～39 
40～44 
45～49 
50～54 
55～59 
60～64 
65～69 
70～74 
75～79 
80～84 
85～89 
90～94 
95～99 

100～ 

一人当たり患者負担額 

一人当たり保険料（本人負担分） 

一人当たり保険料（事業主負担分） 

22.3 

12.2 

8.7 

7.0 

7.3 

9.1 

10.8 

11.9 

13.5 

16.7 

21.2 

27.1 

35.5 

45.1 

61.1 

76.8 

91.0 

101.2 

108.3 

116.2 

119.0 

0 20 40 60 80 100 120 140

0～4 
5～9 

10～14 
15～19 
20～24 
25～29 
30～34 
35～39 
40～44 
45～49 
50～54 
55～59 
60～64 
65～69 
70～74 
75～79 
80～84 
85～89 
90～94 
95～99 

100～ 

0～14 

100～ 

5～19 

100～ 

5～19 
0～14 

一人当たり医療費 一人当たり患者負担額及び保険料 

○ 年齢階級別に、患者負担額に保険料を加えた負担の額をみると、現役世代の負担が多い。 
○ ただし、これは、高齢期に増加する医療費が、社会連帯の精神に基づく後期高齢者支援金

を通じて、現役世代の保険料によっても賄われていることによるもの。  
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S60 S61 S62 S63 H1 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10H11H12H13H14H15H16H17H18H19H20H21H22H23H24H25

７５歳以上 

７０歳以上 

６０～６９歳 

５０～５９歳 

４０～４９歳 

３０～３９歳 

２９歳以下 

75歳以上 

70歳以上 

50 ～59歳 

60 ～69歳 

40～49歳 

30～39歳 

29歳以下 

（万円） 

国民生活基礎調査（平成26年）を基に作成 

年齢階級別の平均収入額の推移 

○ 70歳や75歳以上の者が世帯主である世帯の一人当たり収入額は、近年、若干の低下傾向。 
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○ 高齢者は一般に所得の低い者が多く、医療費は高くなるという特性を十分考慮するとともに、
負担の公平性という観点等から、自己負担割合や高額療養費が設定されている。 

 
○ 高齢者の医療費を支える財源は、公費、現役世代からの支援金、高齢者自身の保険料・患

者負担であるなかで、今後、高齢化の進展等により医療費の増加が見込まれることを踏まえ、
高齢者の医療費をどのように賄っていくべきか。国民全体の納得が得られるよう検討する必要。  

 
○ 骨太方針2015では、「社会保障制度の持続可能性を中長期的に高めるとともに、世代間・世

代内での負担の公平を図り、負担能力に応じた負担を求める観点から、医療保険における高
額療養費制度や後期高齢者の窓口負担の在り方について検討する」とされているが、どのよう
に検討を進めていくべきか。 

  検討に当たっては、高齢者の適切な受診の確保を基本としつつ、高齢者の生活への影響な
どを考慮すべきではないか。また、その他考慮すべき事項として、どのようなものがあるか。 

 
○ また、高齢者の負担を考える場合には、自己負担や高額療養費といった患者負担だけでは

なく保険料も含め総合的に検討する必要があるのではないか。その際は、特例を含めた保険
料に関する様々な扱いについても考慮する必要がある。 

 

○ 一方で、高齢者の負担の在り方を検討するに当たっては、医療費の適正化の取組や高齢者
の特性に応じた保健事業の実施なども含めて、総合的に検討をしていくべきではないか。 

骨太方針2015を踏まえた高齢者の負担の在り方に関する論点 

平成27年11月20日 第91回社会保障審議会医療保険部会 資料2 
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後期高齢者医療における保健事業に関する規定 

第百二十五条 後期高齢者医療広域連合は、高齢者の心身の特性に応じ、健康教育、健
康相談、健康診査及び保健指導並びに健康管理及び疾病の予防に係る被保険者の自助
努力についての支援その他の被保険者の健康の保持増進のために必要な事業を行うよ
うに努めなければならない。 

２ （略） 
３ 後期高齢者医療広域連合は、第一項に規定する事業を行うに当たつては、介護保険

法第百十五条の四十五第一項及び第二項の規定により地域支援事業を行う市町村及び
保険者との連携を図るものとする。 

４ （略） 
５ 厚生労働大臣は、第一項の規定により後期高齢者医療広域連合が行う被保険者の健

康の保持増進のために必要な事業に関して、その適切かつ有効な実施を図るため、指
針の公表、情報の提供その他の必要な支援を行うものとする。 

６ 前項の指針は、健康増進法第九条第一項に規定する健康診査指針及び介護保険法第
百十六条第一項に規定する基本方針と調和が保たれるものでなければならない。 

◎高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法律第80号） 

38 


